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静岡大学大谷団地構内電話交換機設備保全業務特記仕様書 

 

Ⅰ．業務概要 

１．業務名称  静岡大学大谷団地構内電話交換機設備保全業務 

 

２．業務場所  静岡市駿河区大谷８３６（静岡大学大谷団地構内） 

 

３．業務期間  平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日まで 

 

４．業務仕様 

  この保全業務（以下「業務」という。）の受注者は、国立大学法人静岡大学工事請負等契約細則 別記 

第４号役務請負契約基準に準じ、この特記仕様書、別紙-1～3、別冊及び文教施設保全業務標準仕様書 

平成２５年版（以下「標準仕様書」という。）に基づき次の業務を履行する。 

 

５．対象業務  

施設場所 施設名称 業務種別 

大谷団地 構内電話交換機設備 定期点検及び保守 

 

６．特記仕様書の適用方法 

（１） ・印で始まる事項については○印を付した事項のみ適用する。 

（２） 表中の各欄に数字、文字、記号等を記入する事項については、記入した事項のみ適用する。 

（３）        または×印で抹消した事項はすべて適用しない。 

（４） 特記された材料、製品名等は、特記されたもの又は同等以上のものを使用することとし、同等以上の 

ものを使用する場合は、施設管理担当者の承諾を受ける。 

(施設管理担当者は、静岡大学財務施設部施設課電気管理係長とする） 

 

Ⅱ．一般共通事項 

１．請負代金の支払い 

この業務の受注者は、６ヶ月ごとに行う検査職員の検査に合格したときは、請負代金の支払いを請求できる。 

請負代金の支払いは、静岡大学財務施設部財務課より６ヶ月毎に支払う。 

 

２．受注者の負担範囲 

                                                           

                                                                                               

 

３．貸与資料 
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４．業務責任者 

  工事担任者（ＡＩ１種及びＤＤ２種以上）の資格を有する者とする。                           

                                                                                               

５．業務条件 

                                                           

                                                           

 

６．電気工作物の保安業務 

                                                           

                                                                                               

 

７．環境衛生管理体制 

                                                           

                                                                                               

 

８．業務担当者 

 （１）業務従事者 

業務対象施設に係わる業務従事者は、次の資格を有するものとする。 

  工事担任者（ＡＩ１種及びＤＤ２種以上）                                                   

                                                                                               

 

（２）業務場所の安全衛生管理 

  業務場所においては整理、整頓、清掃等を行い、危険の予防に留意するとともに、火災、盗難その 

他の事故等の防止に努める。                                                                 

 

（３）安全対策等 

  業務場所には、関係者以外の者が立ち入ることのないようにする。                             

運転中の機器等と業務対象機器等を誤認する恐れがあるときは、区画ロープ、標識等により明確に区 

分する。その他事故等の防止に必要な措置を行う。                                             

 

（４）施設への立ち入り 

  施設に立ち入る時は、施設管理担当者の許可を受けてから行う。                               

                                                                                           

 

（５）養生 
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（６）試験器及び工具等 

                                                                                               

                                                                                               

    

９．別契約の業務等 

                                                                                               

                                                                                               

 

１０．行事等への立会い 

                                                                                               

                                                                                               

 

１１．施設管理担当者の立会い 

                                                                                               

                                                                                               

 

１２．廃棄物の処理 

発生材の処理は、次による。 

 

（１）引渡しを要するもの 

1）品    名                  2）引渡し先               3）集積場所                

 

（２）特別管理産業廃棄物 

1）品    名                     3）集積場所                 

2）引渡し先                     4）集積方法                 

 

（３）現場において再利用するもの 

1）品    名                   2）使用場所                 

 

（４）再生資源化するもの 

1）品    名                                     

 

（５）関係法令により適切に処理するもの 

1）品    名                                     

 

１３．居室等の利用 

                                                                                               

                                                                                               

 



4 
 

１４．共用施設の利用 

      本業務を履行するために必要な場合は、下記施設を利用することができる。                     

      各棟 便所、エレベータ                                                                   

 

１５．駐車場の利用 

      本業務を履行するために必要な場合は、静岡大学構内の駐車場を利用することができる。         

      ただし、事前に許可申請をし、許可を得ること。                                             

 

１６．点検の省略 

                                                                                               

                                                                                               

 

１７．その他 
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Ⅲ 定期点検等及び保守(通信・情報設備) 

１．業務対象設備の概要 

設置場所 大谷団地  

種    別 
電子デジタル交換機 

IP-Pathfinder 60D 
 

回
線
数 

 

現
用
／
実
装 

内線（アナログ） 1,154／1,232 回線  

内線（デジタル） １１／３２回線  

局  

線 

アナログ １０回線  

INS1500 ２回線  

INS64 ９回線  

専
用
線 

ＩＰ回線 １６回線  

   

中継方式 中継台／ダイヤルイン方式  

附
属
装
置
等 

卓上中継台 １台  

留守番電話装置 ２台  

保守管理装置 １式  

課金管理装置 １式  

構内情報通信網装置 １式  

   

蓄電池種別 小型シール鉛蓄電池  

蓄電池容量 １５２Ａｈ  

整 流 器 
電源装置架Ｂ 

３φ３Ｗ２００Ｖ受電 
 

製造者名 
富士通（株） 

平成１６年度 
 

備    考 別紙 1～3参照  
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２．点検項目、点検内容及び点検周期 

      別冊に従う。                                                         

                                                                                               

 

３．支給材料 

                                                                                               

                                                                                               

 

４．業務報告書 

業務完了後に次の書類等を２部提出する。 

⦿点検及び保守結果報告書 

⦿試験成績書 

⦿測定記録 

⦿業務記録写真 

⦿その他必要な書類 

書式は、受注者の業務報告書による。 

次の図面等に変更がある場合は、訂正・変更等を行う。 

1） ＭＤＦ等の回線収容図 

2） 交換機の配置図及び実装図 

3） 各端子収容表 

 

５．その他 

      ・障害対応等                                                                                    

    障害発生時の対応はオンコールによるものとする。修理を行うことが困難な時は、障害の拡大を防止する等 

 の措置を行うとともに、必要機材の入手後、速やかに復旧すること。                  

     障害対応に伴う費用負担は別紙１による。                                                            

                                                                                              

 ・トラフィック測定                                        

1）１年を通じて、１回以上最繁時を選定し、その最繁時における１時間の呼量を測定、記録し、遅滞なく  

その結果を施設管理担当者に提出する。                                   

2）測定は局線（専用線を含む）に対する発着信及び内線相互の発着信とする。              

3）測定は、最繁時総呼数が１００以下のものは観測により、また、１００を超えるものは測定器により行う。 

ただし、呼の種類ごとの最繁時呼数が１００以下で、かつ、呼の種類に応じ日時を改めて分割測定するときは、

それぞれの呼について観測により測定してもよい。                           

4）交換機でトラフィック測定機能を有するものは、その度数計または印字出力等により測定する。     

5）局線発着信を観測により測定する場合は、発信と着信の比率をもって算出する。            

                                                                                                 

 ・電話交換機設置場所の空調機のフィルターの清掃を行い、温度、湿度を適正に保つこと。        
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第２編 定期点検等及び保守 

第１章 一般事項 

第１節 一般事項 

1.1.1 適用 

本編は、建築物等の定期点検、臨時点検、保守等に関する業務に適用する。 

1.1.2 点検の範囲 

(a) 定期点検及び臨時点検の対象部分、数量等は、特記による。 

(b) 特記した対象部分について本編各章に示す点検を実施し、その結果を報告する。なお、特記

した対象部分以外であっても、異常を発見した場合には、施設管理担当者に報告する。 

(c) 特記した対象部分に、本編各章の点検項目又は点検内容の対象となる部分がない場合は、当

該点検項目又は点検内容に係る点検を実施することを要さない。 

(d) 本編各章の点検周期が二種類ある場合の適用は、特記による。適用は本編各章の点検項目及

び点検内容を示す各表単位で行う。なお、特記のない場合は「周期Ⅰ」による。 

点検周期は次より選択されているものとし、受注者はそれを踏まえて点検を適切に行うも

のとする。 

(1) 周期Ⅰ：標準的な点検周期 

(2) 周期Ⅱ：対象部分ごとに重大な支障が生じないと想定される範囲において、不具合等の発

生率が高まることを許容できる場合に適用する頻度を軽減した点検周期 

 (e) 点検周期が１年を超える場合の点検の実施は特記による。 

1.1.3 保守の範囲 

定期点検、臨時点検並びに官公庁施設の建設等に関する法律第 12 条又は建築基準法第 12 条

による点検（以下「12 条点検」という。）の結果に応じ、実施する保守の範囲は、次のとおりと

する。 

(1) 汚れ、詰まり、付着等がある部品又は点検部の清掃 

(2) 取付け不良、作動不良、ずれ等がある場合の調整 

(3) ボルト、ねじ等で緩みがある場合の増締め 

(4) 次に示す消耗部品の交換又は補充 

① 潤滑油、グリス、充填油等

② ランプ類、ヒューズ類

③ パッキン、ガスケット、Ｏリング類

④ 精製水

(5) 接触部分、回転部分等への注油 
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(6) 軽微な損傷がある部分の補修 

(7) 塗装（タッチペイント） 

(8) その他特記で定めた事項 

1.1.4 点検及び保守等の実施 

(a) 本編各章に定めるところにより点検を適正に行い、必要に応じて、保守その他の措置を講ず

る。 

(b) 点検を行う場合には、あらかじめ施設管理担当者から劣化及び故障状況を聴取し、点検の参

考とする。 

(c) 点検は、原則として目視、触接又は軽打等により行う。 

(d) 測定を行う点検は、定められた測定機器又は当該事項専用の測定機器を使用する。 

(e) 異常を発見した場合には、同様な異常の発生が予想される箇所の点検を行う。 

1.1.5 周期の表記 

定期点検の周期の表記は、次による。 

(１) ｢１Ｄ｣は、１日ごとに行うものとする。 

(２) ｢１Ｗ｣は、１週ごとに行うものとする。 

(３) ｢２Ｗ｣は、２週ごとに行うものとする。 

(４) ｢１Ｍ｣は、１月ごとに行うものとする。 

(５) ｢２Ｍ｣は、２月ごとに行うものとする。 

(６) ｢３Ｍ｣は、３月ごとに行うものとする。 

(７) ｢４Ｍ｣は、４月ごとに行うものとする。 

(８) ｢６Ｍ｣は、６月ごとに行うものとする。 

(９) ｢２／Ｙ｣は、１年に２回行うものとする。 

(10) ｢１Ｙ｣は、１年ごとに行うものとする。 

(11) ｢３Ｙ｣は、３年ごとに行うものとする。 

(12) ｢５Ｙ｣は、５年ごとに行うものとする。 

(13) ｢６Ｙ｣は、６年ごとに行うものとする。 

(14) ｢１０Ｙ｣は、１０年ごとに行うものとする。 

(15) ｢１５Ｙ｣は、１５年ごとに行うものとする。 

1.1.6 支給材料 

保守に用いる次の消耗品、付属品等は、特記がある場合を除き、支給材料とする。 

(1) ランプ類 

(2) ヒューズ類 

(3) 発電機・原動機用の潤滑油及び燃料 
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1.1.7 応急措置等 

(a) 点検の結果、対象部分に脱落、落下又は転倒の恐れがある場合、また、継続使用することに

より著しい損傷又は関連する部材・機器等に影響を及ぼすことが想定される場合は、簡易な方

法により応急措置を講じるとともに、速やかに施設管理担当者に報告する。 

(b) 落下、飛散等の恐れがあるものについては、その区域を立入禁止にする等の危険防止措置を

講じるとともに、速やかに施設管理担当者に報告する。 

(c) 応急措置又は危険防止措置にかかる費用は、施設管理担当者との協議による。 

1.1.8 点検の省略 

(a) 次に掲げる部分は、点検を省略することができる。ただし、特記がある場合はこの限りでな

い。 

(1) 容易に出入りできる点検口のない床下又は天井裏にあるもの 

(2) 配管又は配線のための室、屋上その他にある機器で、容易に出入りできない場所にある

もの 

(3) 電気の通電又は運転を停止することが極めて困難な状況にあるもの及びその付近にある

もので、点検することが危険であるもの 

(4) 地中若しくはコンクリートその他の中に埋設されているもの 

(5) 足場のない給気又は排気のための塔 

(6) ロッカー、家具等があり点検不可能なもの 

(b) 同一の対象部分について、複数の点検が同一の時期に重複する場合にあっては、当該点検内

容が同一である限り、当該最長周期の点検の実施により重ねて他周期の点検を行うことを要し

ない。 

1.1.9 点検及び保守に伴う注意事項 

(a) 点検及び保守の実施の結果、対象部分の機能、性能を現状より低下させてはならない。 

(b) 点検及び保守の実施に当たり、仕上げ材、構造材等の一部撤去又は損傷を伴う場合には、あ

らかじめ施設管理担当者の承諾を受ける。 

(c) 点検に使用する脚立等は受注者の負担とする。ただし、高所作業に必要な足場、仮囲い等（作

業床高さ２ｍ以上）は、特記による。 

第 2節 法定点検等 

1.2.1 関係法令（建築基準法及び官公庁施設の建設等に関する法律を除く。）に基づく法定点

検の実施 

(a) 関係法令（建築基準法及び官公庁施設の建設等に関する法律を除く。）に基づく法定点検は、

本編各章の定めにより適切に実施する。また、本編各章の定めがない場合は、特記による。 
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1.2.2 12 条点検の実施

(a) 12 条点検の実施は、特記による。 

(b) 12 条点検の点検項目は、特記による。特記がなければ、点検項目Ａに示す点検項目とする。 

点検項目Ａ： 点検及び確認整理表（巻末）の｢官公法 12 条点検｣の欄に点検周期の記

載がある点検項目（昇降機が設置されている場合は昇降機の点検項目を含

む）又は｢建基法 12 条点検｣の欄に点検周期の記載がある点検項目のうち

（＊）印のない点検項目 

点検項目Ｂ： 点検及び確認整理表（巻末）の｢建基法 12 条点検｣の欄に点検周期の記

載がある点検項目 

(c) 12 条点検を実施する場合は、必要な資格を有する者が、建築基準法または官公庁施設の建

設等に関する法律に規定する調査方法、検査方法、点検方法等により実施する。 

(d) 上記(ｃ)において表 2.2.1 から表 8.4.2 までの備考欄に[12 条点検]と記載のある点検項目

に係る点検は、本共通仕様書の点検内容に換えて、12 条点検により履行する。 

なお、同一年度に複数回の点検が指定されている場合は、そのうち 1回を 12 条点検で履行

する。 

(e) 12 条点検を実施する場合は、12 条点検の結果に応じ、 1.1.3「保守の範囲」に定めるとこ

ろにより保守を実施する。 

(f) 12 条点検を実施する場合は、12 条点検の点検記録は、施設管理担当者が定める様式により

報告する。 

1.2.3 支障がない状態の確認の実施 

本編各章の点検は、官公庁施設の建設等に関する法律第 13 条第 1項に基づく「国家機関の建

築物及びその附帯施設の保全に関する基準」（平成 17 年国土交通省告示第 551 号）の実施のた

めに定められた「国家機関の建築物等の保全に関する基準の実施に係る要領」第６に定める支

障がない状態の確認を兼ねるものとする。 

(a) 支障がない状態の確認の記録は、点検及び確認整理表（巻末）の｢官公法 13 条確認｣欄に、 

確認周期の記載がある項目とし、施設管理担当者が定める様式により報告する。 
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